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令和４年度 第五管区航路標識協力団体募集要項 

 

 

１ は じ め に 

  令和３年 11 月、航路標識法（昭和 24 年法律第 99 号。以下「法」という。）

の改正により、航路標識協力団体制度が創設されました。 

海上保安庁では、灯台などの航路標識の維持、航路標識に関する知識の普

及・啓発等の活動に幅広くご協力をいただくために、航路標識協力団体（以

下「協力団体」という。）を募集します。 

  なお、申請手続や審査基準等を解説した手引書として「航路標識協力団体

の指定に関するガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）（注１）を公開

していますので、詳しくは、このガイドラインを併せてご覧ください。 

（注１）ガイドラインは、海上保安庁のホームページ等から入手することができます。 

 

２ 協力団体制度の概要 

協力団体とは、航路標識の維持管理等の活動を自発的に行う法人等をいい

ます。 

協力団体の指定は、法に基づき、海上保安庁長官（注２）が協力団体としての

活動を適正かつ確実に行うと認める法人等に対して行います。協力団体に指

定された法人等は、海上保安庁と連携して活動を行う団体に位置付けられま

す。 

（注２）権限の委任により、管区海上保安本部長が指定します。 

 

３ 対 象 と な る 活 動 

  協力団体の活動は、次の①から④のうち１つ以上の活動とします。 

  ① 航路標識に関する工事又は航路標識の維持 

     例）灯台の錆落としや塗装、手すりの設置、清掃、草刈、簡易な点

検 など 

  ② 航路標識の管理に関する情報又は資料収集及び提供 

     例）灯台に関する歴史的資料の収集、保管 など 

  ③ 航路標識の管理に関する調査研究 

     例）灯台の歴史調査、構造調査 など 

  ④ 航路標識の管理に関する知識の普及及び啓発 
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     例）灯台の一般公開、歴史的資料の展示、夜間活動、ワークショッ

プ開催、ツアーガイド など 

  ⑤ 上記に掲げる活動に附帯する活動（注３） 

     例）飲物、記念品等の販売 など 

（注３）附帯する活動として収益活動を行う場合には、本来の活動目的達成

のために実施するものであり、かつ、当該活動に必要な経費を賄う範

囲内で行うことができます。 

 

４ 申  請  資  格 

  協力団体の指定の申請を行うことができる者は、次に掲げる要件のすべて

に該当する法人等とします。 

  ① 代表者が定まっていること。 

  ② 事務所の所在地、構成員の資格、代表者の選任方法、総会の運営、会

計に関する事項その他の当該法人等の組織及び運営に関する事項を内容

とする規約その他これに準ずるものを有していること。 

  ③ 適切な経理事務及び会計処理が行われていること。 

  ④ 法人等の構成員（役員を含む。）が５名以上いること。 

  ⑤ 申請時点において、組織設立前のボランティア活動等を含め、おおむ

ね５年を経過していること。 

  ⑥ 宗教活動又は政治活動を活動目的としていないこと。 

  ⑦ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又はそれらの利

益となる活動を行う者ではないこと。 

  ⑧ 直近１年間の税を滞納していないこと。 

  ⑨ 公序良俗に反するなど、著しく不誠実な行為を行っていると認められ

ないこと。 

  ⑩ 協力団体の指定を受けた場合に、協力団体としての活動以外では、「航

路標識協力団体」と称して活動を行わないことを誓約できること。 
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５ 申  請  書  類 

  協力団体の指定を受けようとする法人等は、別途ガイドラインで定めてい

る申請書（第１号様式）に、次に掲げる書類を添えて申請してください。 

 ⑴ 添付書類 

  ① 法人等の規約等並びに会員名簿その他法人等の構成員の数が記載され

ているもの 

  ② 法人等の監査報告書又は収支計算書 

  ③ 上記４申請資格⑤の要件を満たすことを証する書類 

  ④ 上記４申請資格⑥から➉の要件を満たすことを誓約する書類 

  ⑤ 法人等の納税証明書（課税対象団体である場合に限る。） 

  ⑥ 活動実績報告書（最大５年間） 

  ⑦ 活動実施計画書（おおむね５年間） 

  ⑧ 灯台の一般公開、夜間活動、ワークショップ等の実施要領、マニュア

ル等 

⑨ その他、海上保安庁が必要と認める書類 

 ⑵ 参考事項 

  ① 随時、申請の事前相談を受け付けますので、指定を受けようとする航

路標識を管理する海上保安(監)部若しくは海上交通センター（以下「担

当事務所」という。）又は最寄りの管区海上保安本部にご相談ください。 

  ② 提出された申請書類は、記載内容の不備等を確認後受理します。 

  ③ 提出された書類は返却しません。 

④ 申請に要する一切の費用は、申請者の負担とします。 

⑤ 提出された書類は、本審査以外の目的には使用しません。 

 

６ 募 集 期 間 

    令和４年１１月１日（火） から 令和４年１２月１６日（金） まで 
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７ 申 請 先 

申請書類は、担当事務所に持参又は郵送により提出してください。（電子デ

ータによる申請は、担当事務所に問い合わせ下さい。） 

  なお、複数の灯台等に係る申請を一括して行う場合の提出方法等について

は、個別にご相談ください。 

 

８ 審    査 

  審査は、申請資格の確認と、活動実績及び活動実施計画の内容が適正であ

ること等について評価を行います。 

  なお、審査に当たっては、必要に応じ、申請を行った法人等からのヒアリ

ングを行う場合があります。 

 

９ 指  定 

⑴ 協力団体に対して、「航路標識協力団体指定証」（指定期間：おおむね５

年間を上限）を交付します。 

  また、協力団体の名称、所在地等を海上保安庁のホームページで公示し

ます。 

⑵ 協力団体として指定しなかった法人等に対しては、その理由を付して書

面により通知します。 

 

10 留 意 事 項 

⑴ 協力団体としての活動以外では、「航路標識協力団体」と称して活動する

ことはできません。 

⑵ 協力団体は、毎年活動状況等を報告してください。 

⑶ 協力団体が活動を適切に行わなかった場合等には、指定を取り消される

ことがあります。 
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（ 参 考 １ ） 

第１号様式 

航 路 標 識 協 力 団 体 指 定 申 請 書 
 

年  月  日    

 

 殿 

氏名又は名称及び住所並びに法人

にあっては、その代表者の氏名 

 

下記の航路標識について、航路標識協力団体の指定を受けたいので、航路標識法第

７条第１項の規定に基づき、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 １ 指定を希望する航路標識の名称   

 ２ 指定を希望する期間 指定の日から   年  月  日まで 

 ３ 現在の指定状況（継続して指定の申請を行う場合に限る） 

  ⑴ 指定番号（指定年月日） 第     号（  年  月  日） 

⑵ 指 定 期 間   年  月  日 ～  年  月  日 

 

添付書類 

１ 法人等の規約その他これに準ずるもの及び会員名簿その他法人等の構成

員の数が記載されているもの 

２ 法人等の監査報告書又は収支計算書 

３ 直近１年間で滞納処分を受けたことがないことの証明の写し等（課税対象

団体である場合に限る。） 

４ 航路標識協力団体の申請資格に係る誓約書 

５ 活動実績報告書 

６ 活動実施計画書 

７ 灯台の一般公開、夜間活動、ワークショップ等の実施要領、マニュアル等 

８ その他、海上保安庁が必要と認める書類 

（注意）１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

２ 継続して指定の申請を行う場合、「指定を希望する期間」の開始日は指定を受けている期

間の終了日の翌日とすること。 
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（ 参 考 ２ ） 

 

第五管区海上保安本部等一覧 

 

■ 管区海上保安本部 

 

事務所名 郵便番号 所在地 電話番号 

第五管区海上保安本部 650-8551 兵庫県神戸市中央区波止場町 1-1 078-391-6551 

 

 

■ 海上保安（監）部 

 

事務所名 郵便番号 所在地 電話番号 

大阪海上保安監部 552-0021 大阪府大阪市港区築港 4-10-3 06-6571-0516 

神戸海上保安部 650-0042 兵庫県神戸市中央区波止場町 1-1 078-327-8835 

姫路海上保安部 672-8063 兵庫県姫路市飾磨区須加 294-1 079-231-5065 

和歌山海上保安部 640-8287 和歌山県和歌山市築港 6-22-2 073-402-5852 

田辺海上保安部 646-0023 和歌山県田辺市文里 1-11-9 0739-22-2001 

徳島海上保安部 773-0001 徳島県小松島市小松島町字外開

1-11 

0885-32-0431 

高知海上保安部 781-8010 高知県高知市桟橋通 5-4-55 088-832-7114 

 

 

■ 海上交通センター 

 

事務所名 郵便番号 所在地 電話番号 

大阪湾海上交通センター 656-1725 兵庫県淡路市野島江埼 914-2 0799-82-3050 
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（ 参 考 ３ ） 

航路標識法（昭和 24 年法律第 99 号）抜粋 

 

（航路標識協力団体の指定） 

第７条 海上保安庁長官は、法人その他これに準ずるものとして国土交通省令

で定める団体であつて、次条第１項に規定する業務を適正かつ確実に行うこ

とができると認められるものを、その申請により、管理航路標識ごとに航路

標識協力団体として指定することができる。 

２ 海上保安庁長官は、前項の規定による指定をしたときは、当該航路標識協

力団体の名称、住所及び事務所の所在地を公示しなければならない。 

３ 航路標識協力団体は、その名称、住所又は事務所の所在地を変更しようと

するときは、その旨を海上保安庁長官に届け出なければならない。 

４ 海上保安庁長官は、前項の規定による届出があつたときは、当該届出に係

る事項を公示しなければならない。 

 

（航路標識協力団体の業務等） 

第８条 航路標識協力団体は、前条第１項の規定による指定に係る管理航路標

識について、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 海上保安庁長官に協力して、管理航路標識に関する工事又は管理航路標

識の維持をすること。 

二 管理航路標識の管理に関する情報又は資料を収集し、及び提供すること。 

三 管理航路標識の管理に関する調査研究を行うこと。 

四 管理航路標識の管理に関する知識の普及及び啓発を行うこと。 

五 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

２ 航路標識協力団体は、前項第一号に掲げる業務として、前条第１項の規定

による指定に係る管理航路標識に関する工事又は当該管理航路標識の維持

（第４条第１項ただし書に規定するものを除く。）をしようとするときは、当

該工事の設計及び実施計画又は当該維持の実施計画について海上保安庁長官

に協議しなければならない。 

３ 前項の工事又は維持についての第４条第１項の適用については、前項の規

定による協議が成立することをもつて、同条第１項の承認があつたものとみ

なす。 
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（監督等） 

第９条 海上保安庁長官は、前条第一項に規定する業務の適正かつ確実な実施

を確保するため必要があると認めるときは、航路標識協力団体に対し、その

業務に関し報告をさせることができる。 

２ 海上保安庁長官は、航路標識協力団体が前条第１項に規定する業務を適正

かつ確実に実施していないと認めるときは、当該航路標識協力団体に対し、

その業務の運営の改善に関し必要な措置を講ずべきことを命ずることができ

る。 

３ 海上保安庁長官は、航路標識協力団体が第１項の規定による報告をせず、

若しくは虚偽の報告をしたとき、又は前項の規定による命令に違反したとき

は、その指定を取り消すことができる。 

４ 海上保安庁長官は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を

公示しなければならない。 

 

（情報の提供等） 

第 10 条 海上保安庁長官は、航路標識協力団体に対し、その業務の実施に関し

必要な情報の提供又は指導若しくは助言をするものとする。 

 

 

航路標識法施行規則（昭和 24 年運輸省令第 30 号）抜粋 

 

（航路標識協力団体として指定することができる法人に準ずる団体） 

第１条の６ 法第７条第１項の国土交通省令で定める団体は、法人でない団体

であって、事務所の所在地、構成員の資格、代表者の選任方法、総会の運営、

会計に関する事項その他当該団体の組織及び運営に関する事項を内容とする

規約その他これに準ずるものを有しているものとする。 

 


